




出典：住宅・土地統計調査（令和5年：総務省）

○令和5（2023）年の空き家数は、5年前より約1,700
戸増加しています。空き家のうち管理不全な空き家は防
災、防犯、衛生などの面で問題となるため対応が必要で
す。

○古い規格のオフィスビルは、企業のニーズを満たして
いないケースが多いなど、企業誘致に適していないと
いった問題があります。



鉄道駅の整備（上所駅：令和7年3月開業）

○地域の実情やニーズに合わせた多様な生活交通の確保
に向け、新たな移動手段の構築や地域が主体となって運
行する住民バス制度の改善に取り組むとともに、地域ド
ライバー輸送＊４のサポート制度の創出に取り組みます。

＊４ 公共交通の利用が不便な地域で、買い物や通院などの移動の足を確保するため、地域の助け合いなどにより運行する「道路運送法の許可又は登録を要しない輸送」
のこと。
＊５ 障がいの有無や年齢などによらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方のこと。

○鉄道駅における交通結節点の機能強化と賑わいの創
出を図るとともに、快適性・安全性を高めるため、駅前広
場、自由通路へのエレベーターの設置をはじめとしたバリ
アフリー化など、ユニバーサルデザイン＊５の考えに基づ
いた整備を推進します。 



○アリーナの実現を核とした白山エリアのスポーツ施設再編を
進めるとともに、この白山エリアが多様な都市機能が集積する
「にいがた２㎞」と連動することで、交流人口の拡大と地域活性
化につなげ、若者に選ばれるまちづくりを進めます。







○市が管理する道路延長は年々増加しており、令和6
（2024）年4月時点で約6,900kmと、政令指定都市の
中でも3番目の道路管理延長を有しています。



○新潟市の下水道管渠約4,000kmのうち、標準的な耐用
年数の50年を経過したものは200kmを越えており、今後、
急速に増加する見込みです。 



強化

＝＝

オペレータ研修

○冬期間の道路交通を確保するため、除雪作業の効率化を
図るとともに、オペレータの担い手確保に取り組みます。

○通学路において児童を交通事故から守るため、安心安全
な歩行空間の確保を推進します。

＊３ Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間の知的な能力を、人工的に代替する機能を実現する技術のこと。





●新潟市水道事業経営計画





○令和2（2020）年に新潟市にお
いても、令和32（2050）年までに
温室効果ガスの排出量を実質ゼロ
とする「ゼロカーボンシティ」*2の
実現を目指すことを宣言しました。

○市域から排出される温室効果ガスは、年々減少傾向にある
ものの、年間約696.2万t（平成30（2018）年度）と推計され、
割合が最も高いのは民生（家庭+業務）部門となっています。

脱炭素社会に向けて、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を表明した地方自治体のこと。

以下の活動等に伴い排出される温室効果ガス
産業部門…製造業、建設業・鉱業、農林水産業
家庭部門…(修正なし）
業務部門…(修正なし）
運輸部門…(修正なし）
エネルギー転換部門・・・電気事業やガス事業における自家消費分に伴う排出
非エネルギー部門・・・廃棄物施設での焼却や埋立に伴うもの、工場での工業材料の化学変化に伴い排出されるものなど
その他ガス…二酸化炭素以外の温室効果ガス。燃料の燃焼や運輸由来、農業分野、廃棄物分野由来などがある 

温室効果ガス排出割合 *4



○新潟市における大気・水質・音などの生活環境はおお
むね良好な状況で推移しています。一方で、新潟市は政
令指定都市として多くの人口を有し、空港・鉄道・道路な
どの社会インフラや工場などの事業所が集中しているこ
とから、環境負荷の低減に向けた継続的な取組が重要で
す。また、新たな環境課題に対しても、迅速に対応する必
要があります。

○汚水処理人口普及率が90.6％（令和6（2024）年度
末）で、20政令指定都市中19位であり汚水処理施設＊2
の普及拡大が課題となっています。

（新規追加）
○角田山や新津丘陵を中心にイノシシの出没が急増してい
るほか、近年、ツキノワグマの出没も増加しており、市民の
安心・安全な暮らしに影響を及ぼし始めています。

○近年、ごみの排出量は横ばいの状態であるとともに、
ごみ・資源の組成についても大きな変化は見られず、ほか
の政令指定都市と比較すると令和6（2024）年度のリサ
イクル率は7位となっています。

○国際的にも食品ロスについての関心が高まっており、
令和6（2024）年度は1人1日換算で、全国で約101g、
新潟市でも約78.7gの食べ物が捨てられています。また、
家庭から出る生ごみのうち30.5%は食品ロスとなって
います。

○新潟市には、里潟をはじめとした水辺や田園地帯、里山
など、豊かな自然が広がっており、多くの動植物が生息し
ているほか、コハクチョウの越冬数は1万羽を超え、日本
一の数を誇っています。しかし、環境保全に関わる担い手
の高齢化、減少が進んでおり、人材の育成と協働の推進
の重要性が高まっています。



新潟市地球温暖化防止 イメージキャラクター「とめドキくん」

○地域新電力会社＊１などの事業者と連携し、太陽光・廃棄物発電
や熱利用など、再生可能エネルギーの地産地消に取り組むとともに、
ペロブスカイト太陽電池＊２など次世代型太陽電池の早期の社会実
装を進め、地域の脱炭素化を推進します。

○市役所もＣＯ2を多量に排出する大規模な事業所の一つとして、
率先した取組を進めます。公共施設のZEB＊３化をはじめ、省エネ
ルギーの徹底や再生可能エネルギーの導入など、市役所の事務事業
にかかる脱炭素化に取り組みます。

＊２ 軽量・柔軟等の特徴を兼ね備える太陽電池
＊３ Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略で「ゼブ」と呼ばれる。快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネル
ギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。
＊４ 窒素酸化物（Noｘ）や粒子状物質（PM)等の大気汚染物質の排出が少ない、または全く排出しない、燃費性能が優れているなどの環境にやさしい自動車（電気
自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリット自動車、ハイブリッド自動車、クリーンディーゼル自動車など）のこと。

○省エネルギーや環境に配慮した商品・サービスを選択す
る消費行動、公共交通の利用や次世代自動車＊４の導入促
進など、市民、事業者、学校などへの普及啓発に取り組むこ
とにより、脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転
換を推進します。





○ラムサール条約＊１湿地都市認証制度＊２に基づく、国内初の認証を
受けた都市として、地域や民間事業者と連携・協働し、ラムサール条約湿
地である佐潟をはじめとした里潟や里山の保全、市民への自然環境に対
する知識の普及啓発に取り組み、生物多様性の保全と自然環境の賢明
な利用につなげます。

（新規追加）
○都市と自然が調和する本市の特色を「国際湿地都市NIIGATA」とし
て、国内外に発信し、より多くの方に認識いただくことで、シビックプライ
ドの醸成やさらなる交流人口の拡大につなげます。

○在来の動植物の生息・生育環境の保全・再生を図るとともに、生物多
様性に大きな影響を与えている外来生物について、生息・生育状況を把
握するとともに、人の健康や生態系への影響、対策の必要性について広
く発信するなど、普及啓発に取り組みます。

（新規追加）
○近年、出没が増加しているイノシシやクマなどの大型獣による人身被
害防止のため、人里や農地に寄せ付けない環境整備など、人と野生鳥獣
との棲み分け（共生）を図るとともに、猟友会や警察などと連携・協力し、
捕獲等の対策に取り組みます。

ハス復活プロジェクト（地域によるハスの移植作業）

「国際湿地都市NIIGATA」オリジナルロゴマーク

＊２ ラムサール条約の決議Ⅻ.10に基づき、湿地の保全・再生、管理への地域関係者の参加、普及啓発、環境教育等に関する国際基準に該当する自治体に対して認
証を行うもので、自治体のブランド化、及び地域における湿地の保全やワイズユース（賢明な利用）の推進を図ることを目的としている。令和8（2026）年5月現在、
世界27か国74都市が認証されており、国内では本市のほか、出水市（鹿児島県）と名古屋市の3都市が認証を受けている。
＊３ 家庭や事業場などに個別に設置される汚水処理施設。トイレ、洗面所、台所、洗濯、風呂などから排出される全ての汚水を処理することができ、下水道と同等の
処理能力がある。

○衛生的で良好な生活環境の確保と水環境の保全を図る
ため、地域の実情に応じて、下水道と合併処理浄化槽＊３
の役割分担に基づく汚水処理施設の整備を推進します。



●新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進版）

△１９．４％

△50％削減
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